
＜新規項目（案）＞

　１　地震津波対策の計画的推進

H28 H29 H30 R1 R2

405 1 1 9

○南海トラフ巨大地震への新たな防災対応の推進

　県民の安全確保のため、南海トラフ沿いで異常な現象が
観測された場合の防災対応について、市町村の計画策定を
推進する。

＜｢臨時情報｣を活用した｢防災対応｣の計画策定市町村数
　R2年度までに24市町村策定＞

策定
とくしま
ゼロ作戦課

　２　地震に強いまちづくりの推進

　　（１）木造住宅等の耐震化の促進

H28 H29 H30 R1 R2

406 4 21 16

○耐震性が不十分な住宅・建築物の耐震化の促進

　住宅・建築物の耐震化についての普及啓発等を実施し、
耐震化の促進を図る。

＜耐震相談件数(累計）R2年度までに4300件＞

3800
件

4300
件

住宅課

407 4 21 17

○耐震性が不十分な住宅・建築物の耐震化の促進

　住宅・建築物の耐震化についての普及啓発等を実施し、
耐震化の促進を図る。

＜各種イベント等での耐震無料相談会の開催回数
　25回/年以上＞

25回 25回 住宅課

　２　地震に強いまちづくりの推進

　　（２）公共建築物等の耐震化の推進

H28 H29 H30 R1 R2

408 4 22 7

○学校施設の耐震化建築物の耐震化の促進

　学校施設は、発災時の児童・生徒の安全確保はもとよ
り、地域住民の避難所等となることから、全ての公立小中
学校施設の耐震化を計画的に推進する。
　
＜H30:99.4%
　→R2年度までに公立小中学校施設の耐震化率99.8%＞

99.5
％

99.8
％

施設整備課

「とくしま－０作戦」地震対策行動計画の改定（案）

番号
重点
項目

分野別
項目 【取組】

≪工程表≫
担当課No

Ⅰ　加速する地震津波対策

番号
重点
項目

分野別
項目 【取組】

≪工程表≫
担当課No

担当課

Ⅳ　進展する強靱な社会づくり

番号
重点
項目

分野別
項目 【取組】

≪工程表≫
No

資料２－２ 令和元年9月定例会（事前）
県土整備委員会資料

危機管理部



＜見直し項目（案）＞

　１　県民防災力の強化

　　（１）県民防災意識の啓発

15 2 11 8

○「とくしま－０(ゼロ)作戦」
　防災出前講座の開催

防災人材育成
センター

403 2 11 17

○西部防災館を活用した防災
　意識や災害対応能力の向上

西部総合
県民局

　２　緊急的な津波対策の推進

　　（１）津波避難意識の向上

62 2 21 3

○「とくしま－０(ゼロ)作戦」
　防災出前講座の開催（再掲） 防災人材育成

センター

　　（３）津波避難困難地域の解消

77 2 23 6

○被災時の避難路の確保
とくしま
ゼロ作戦課

住宅課

　３　行政の災害対応能力の強化

　　（４）防災情報・通信体制の強化

139 2 34 1

○安心とくしまネットワークの
　機能・基盤強化と安定運用

とくしま
ゼロ作戦課

　４　被災者の迅速な救助・救出対策

　　（１）救助・救急医療体制の充実強化

171 2 41 7

○災害派遣医療チームの人材の
　養成

医療政策課

Ｒ２年度までにＤＭＡＴ
チームの増加30チーム

県民を広く対象とした防
災及び健康増進講座の実
施回数、45回/年以上

防災出前講座受講者数
20,000人/年

防災出前講座受講者数
25,000人/年

H30年度までに老朽危険建
築物（空き家等）
除却戸数840戸（累計）

地域SNS登録グループ数
H28：1,050　H29：1,100
H30：1,250　R１：1,300
R２：1,350

Ｒ２年度までに老朽危険
建築物（空き家等）
除却戸数1280戸（累計）

地域SNS登録グループ数
H28：1,050　H29：1,100
H30：1,250　R１：1,350
R２：1,400

担当課数値目標 見直し（案）

防災出前講座受講者数
20,000人/年

県民を広く対象とした防
災及び健康増進講座の実
施回数、30回/年以上

防災出前講座受講者数
25,000人/年

Ｒ２年度までにＤＭＡＴ
チームの増加29チーム

Ⅱ　進化する「命を守る」対策

番号
重点
項目

分野別
項目 No 【取組】



　１　災害医療の体制の強化

　　（２）災害医療を担う人材育成の強化

228 3 12 2

○災害派遣医療チームの人材の
　養成（再掲）

医療政策課

　２　生活の質（ＱＯＬ）を重視した被災者支援対策

　　（１）避難所運営体制等の整備

245 3 21 5

○福祉避難所指定の促進

保健福祉政策課
長寿いきがい課
障がい福祉課

　２　地震に強いまちづくりの推進

　　（２）公共建築物等の耐震化の推進

361 4 22 5

○社会福祉施設の耐震化の促進
　
　

次世代育成・青
少年課こども
未来応援室

保健福祉政策課
長寿いきがい課
障がい福祉課

　　（３）大規模地震を想定した都市計画等の推進

369 4 23 7

○被災時の避難路の確保（再掲）
とくしま
ゼロ作戦課

住宅課

　　（４）公共土木施設等の地震対策の推進

391 4 25 4

○土砂災害警戒区域の指定の推進

砂防防災課

担当課

H30年度までに老朽危険建
築物（空き家等）
除却戸数840戸（累計）

指定率
H29：55%　H30：70%
R１：85%　R２：100%

Ｒ２年度までに促進 Ｒ２年度までに93.1％を
耐震化

Ｒ２年度までに老朽危険
建築物（空き家等）
除却戸数1280戸（累計）

指定率
H29：55%　H30：70%
R１：100%

Ｒ２年度までにＤＭＡＴ
チームの増加29チーム

Ｒ２年度までにＤＭＡＴ
チームの増加30チーム

Ｒ２年度までに
182箇所指定

番号
重点
項目

分野別
項目 No 【取組】 数値目標 見直し（案）

Ⅲ　広がる生活の質（ＱＯＬ）確保対策

Ⅳ　進展する強靱な社会づくり

Ｒ２年度までに
209箇所指定


